
令和元年度 第１回久留米市地球温暖化対策協議会 

 

 

日時：令和元年１１月２１日（木） 

１４時００分～ 

場所：環境部庁舎 会議室 

 

 

 １ 開 会 

 

 ２ 委員紹介 

 

 ３ 正副会長の選出 

 

 ４ 議 事 

 （１）久留米市の平成 28（2016）年度 温室効果ガス排出量について 

                                資料１ 

 （２）久留米市役所エコアクションプランの取り組みについて 

                                資料２ 

 （３）久留米市環境基本計画に基づく行動計画平成 30 年度実績報告について 

                                資料３ 

 

 ５ その他 

 

 ６ 閉 会 



番号 所属 役職 氏名 備考

1 九州電力株式会社久留米営業所 営業グループ長 大内田　秀範

2 久留米ガス株式会社 総務部長 門田　修

3 久留米市立小学校長会 久留米市立荒木小学校　校長 古賀　清

4 久留米市校区まちづくり連絡協議会 幹事 古賀　文雄

5 一般社団法人自然エネルギー振興会 代表理事 小林　隆利

6 久留米造園建設業協同組合 理事長 島添　勝博

7 けやきとアートの散歩路 代表 進藤　仁子

8 福岡県地球温暖化防止活動推進員 髙橋　和子

9 西鉄バス久留米株式会社 代表取締役社長 髙松　健司

10 久留米まち旅博覧会 企画運営委員 高山　美佳

11 6次産業化プランナー 田中　美智子

12 久留米工業大学 教授 池鯉鮒　悟

13 福岡県地球温暖化防止活動推進センター センター長 辻　勝也

14 株式会社ブリヂストン 九州生産本部　総務部長 冨澤　章

15 久留米市健康福祉部 保健所長 内藤　美智子

16 久留米商工会議所 会員サービス課長 南波　優子

17 久留米大学 名誉教授 藤田　八暉

18 福岡県トラック協会筑後支部 久留米分会長 村田　潤一郎

19 福岡県北筑後保健福祉環境事務所 環境課　地域環境係長 山口　佳苗子

20 久留米信愛短期大学 フードデザイン学科長 山下　浩子

21 久留米市農業協同組合 総務企画部企画広報課 山田　佳名子

22 福岡県地球温暖化防止活動推進員 山村　公人

23 高齢者快適生活つくり研究会 代表 吉永　美佐子

24 NPO法人くるめ日曜市の会 理事長 若江　皇絵

地球温暖化対策協議会委員名簿

令和元年11月21日現在



1 

 

久留米市の平成 28（2016）年度 温室効果ガス排出量について 

 

Ⅰ 久留米市温暖化対策実行計画の目標（基準年度：1990年度） 

  中期（2020 年度）：25％削減 

  長期（2050 年度）：80％削減 

 

Ⅱ 温室効果ガス総排出量について 

 平成 28（2016）年度の温室効果ガス総排出量は、211万 6千 t-CO2（二酸化炭素換算）となりました。

基準年度【平成 2（1990）年度・239 万 1 千 t-CO2】比で 11.5％減少、前年度【平成 27（2015）年度・

223 万 6 千 t-CO2】比では、5.4％減少しました。 

 

久留米市の温室効果ガス総排出量の推移（久留米市調査） 
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Ⅲ 部門別の温室効果ガス排出量について 

 基準年度【平成 2（1990）年度】と比較した温室効果ガス排出量の変化を部門別に見ると、民生業

務部門が 42.6％、民生家庭部門が 37.3％増加するなど、民生部門の増加が大きくなっており、廃棄

物分野も 16.2％増加しています。 

 一方、産業部門が 43.4％、運輸部門が 8.7％、農業分野が 38.1％減少しています。 

 

Ⅳ 温室効果ガス総排出量の減少要因について 

 基準年度比で減少した主な要因として、産業部門の排出量が 43.4％減少したことが挙げられます。

特に、製造業からの排出量の減少が大きくなっています。 

 前年度比で減少した主な要因として、電力の排出係数が改善したことが挙げられます。しかし、民

生部門では前年度比で電力使用量が増加しており、事業所や家庭における環境配慮行動の促進

が課題となっています。 

 

久留米市の部門別温室効果ガス排出量の推移 
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Ⅴ 部門別温室効果ガス排出量の増減要因について 

１．産業部門 

 平成 28（2016）年度の産業部門の温室効果ガス排出量は、637千 t-CO2で、基準年度比で 43.4％

減少、前年度比で 5.5％減少しました。 

 基準年度比での減少要因としては、産業部門の温室効果ガス排出量の 88.0％を占める製造業で、

石炭の使用及び石炭製品製造に係る排出量が減少したことなどが考えられます。 

 前年度比での減少要因としては、電力の使用量が減少したことに加え、排出係数が改善したことな

どが考えられます。 

※産業部門は製造業、建設業・鉱業、農林水産業から排出されるエネルギー起源 CO2を基に、製造業は製造品出荷額、

建設業・鉱業は従業者数、農林水産業は農林水産業総生産で按分して算出 

 

産業部門の排出量の推移（全体に占める割合：30.1%） 

産業部門（製造業）の排出量の推移 
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2．運輸部門 

 平成 28（2016）年度の運輸部門の温室効果ガス排出量は、468 千 t-CO2で、基準年度比で 8.7％

減少、前年度比でほぼ横ばいです。 

 基準年度比での減少要因としては、自動車台数は増加したものの、それが軽自動車やハイブリッド

車などの低燃費車の増加によるとともに、貨物自動車が減少したことなどが考えられます。 

※運輸部門は車種ごとの自動車保有台数により算出 

 

運輸部門の排出量の推移（全体に占める割合：22.1%） 

久留米市の自動車台数の推移（参考：福岡県ＨＰ） 
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3．民生業務部門 

 平成 28（2016）年度の民生業務部門の温室効果ガス排出量は、589 千 t-CO2で、基準年度比で

42.6％増加、前年度比で、8.5％減少しました。 

 基準年度比での増加要因としては、事務所等の従業者等の増加やそれに伴う空調・照明設備や

パソコン機器等の電力使用量の増加などが考えられます。なお、前年度比での減少要因としては、

電力使用量は増加したものの、電力の排出係数が改善したことなどが考えられます。 

※民生業務部門は事務所ビル・店舗・病院・公共施設などから排出されるエネルギー起源 CO2を基に、従業者数で按分し

て算出 

 

民生業務部門の排出量の推移（全体に占める割合：27.8%） 

久留米市の電力使用量及び電力排出係数の推移（参考：福岡県・九州電力） 
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4．民生家庭部門 

 平成 28（2016）年度の民生家庭部門の温室効果ガス排出量は、344 千 t-CO2で、基準年度比で

37.3％増加、前年度比で、9.0％減少しました。 

 基準年度比での増加要因としては、世帯数の増加やさまざまな電気製品等の普及による電力使用

量の増加が考えられます。また、前年度比での減少要因としては、電力使用量は増加したものの、電

力の排出係数が改善したことなどが考えられます。 

※民生家庭部門は都市ガスは実績値、電気・LP ガス・灯油は世帯数で按分して算出 

 

民生家庭部門の排出量の推移（全体に占める割合：16.2%） 

久留米市の世帯数・電力使用量の推移（参考：久留米市・九州電力） 
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5．廃棄物分野 

 平成 28（2016）年度の廃棄物分野の温室効果ガス排出量は、47.3 千 t-CO2で、基準年度比で

16.2％増加、前年度比ではほぼ横ばいです。 

 基準年度比での増加要因としては、一般廃棄物焼却処理量や生活・商業排水処理量の増加など

が考えられます。 

※廃棄物分野は一般廃棄物の焼却量やし尿及び浄化槽汚泥発生量などにより算出 

 

廃棄物分野の排出量の推移（全体に占める割合：2.2%） 

一般廃棄物焼却処理量 

（参考：環境省統計） 

排水処理量の推移 

（参考：久留米市資料） 
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6．農業分野 

 平成 28（2016）年度の農業分野の温室効果ガス排出量は、30.5 千 t-CO2で、基準年度比で

38.1％減少、前年度比ではほぼ横ばいです。 

 基準年度比での減少要因としては、家畜の飼育頭数の減少や水田等の作付面積の減少などが考

えられます。 

※農業分野は家畜の飼育頭数、水田の作付面積・収穫量などにより算出 

 

農業分野の排出量の推移（全体に占める割合：1.4%） 

 

各排出源における排出量の推移（CO2換算） 
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（参考資料） 

推計する温室効果ガスの種類と排出量を集計する部門は以下のとおりです。 

 

【温室効果ガスの種類と推計内容】 

温室効果ガスの種類 排出源と推計内容 

二酸化炭素（CO2） 

燃料の燃焼（エネルギー消費）などから発生し、温室効果ガス

量のほとんどを占めます。本推計では、エネルギー消費、一般

廃棄物の焼却に伴い発生するものを対象とします。 

メタン（CH4） 
本推計では、農業分野、一般廃棄物の焼却、排水処理に伴い

発生するものを対象とします。 

一酸化二窒素（N２O） 

廃棄物の焼却や施肥などにより排出されます。本推計では、

一般廃棄物の焼却、排水処理、農業分野における活動に伴い

発生するものを対象とします。 

※京都議定書では、代替フロン等3ガス（ハイドロフルオロカーボン類（ＨＦＣｓ）パーフルオ

ロカーボン類（ＰＦＣｓ）、六フッ化硫黄（ＳＦ6））も対象となっていますが、本推計では、把握

が困難なため対象としていません。 

 

【温室効果ガス排出量を推計する部門】 

部  門 対   象 

産業部門 
製造業・農林水産業・建設業・鉱業から排出されるエネルギー

起源 CO2 

民生家庭部門 戸建住宅・集合住宅から排出されるエネルギー起源 CO2 

民生業務部門 
事務所ビル・店舗・病院・宿泊施設・公共施設などから排出され

るエネルギー起源 CO2 

運輸部門 自動車から排出されるエネルギー起源 CO2 

廃棄物分野 
一般廃棄物及び生活排水の処理から排出されるエネルギー起

源 CO2以外の CO2・CH4・N2O 

農業分野 
水田の耕作、耕地の施肥、農業廃棄物の焼却、家畜の飼養、

家畜排せつ物から排出される CH4・N2O 
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 温室効果ガス排出量は、部門ごとに「活動量」（温室効果ガスを排出する活動の量、エネ

ルギー消費量や廃棄物の焼却量など）を推計し、「活動量」に「温室効果ガス排出係数」を

乗じて求めます。活動量を推計するための指標を以下に示します。 

 

温室効果ガス排出量 ＝ 活動量 × 温室効果ガス排出係数 

 

【活動量を推計するための指標（CO2排出量の推計）】 

項  目 活動量を推計するための指標 

産業部門 

製造業 業種別の製造品出荷額 

建設業・鉱業 業種別の従業者数 

農林水産業 農業産出額 

民生家庭部門 

都市ガスは実績値 

電気、灯油及びLPガスは県の使用量を

世帯数で按分 

民生業務部門 従業者数 

運輸部門 
自動車保有車両数、「市区町村別自動

車交通CO2排出テーブル」（環境省） 

廃棄物分野 
廃棄物の焼却に伴い発生する

CO2(二酸化炭素) 

一般廃棄物焼却量中の合成繊維くず及

び廃プラスチック量 

 

【活動量を推計するための指標（CO2以外の排出量の推計）】 

項  目 活動量を推計するための指標 

廃棄物分野 

廃棄物の焼却に伴い発生する

CH4(メタン)及びN２O(一酸化二

窒素) 

一般廃棄物焼却量 

排 水 処理 に 伴い 発生 す る

CH4(メタン)及びN２O(一酸化二

窒素) 

し尿及び浄化槽汚泥発生量 

施設種ごと（浄化槽、汲み取り便槽）の処

理対象人員 

農業分野 

水田から排出されるCH4(メタン) 家畜飼育頭数、作付面積及び収穫量 

耕作における肥料の使用に伴

い発生するN２O(一酸化二窒素) 
家畜飼育頭数、作付面積及び収穫量 

 

 


